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第１７回経済財政諮問会議(平成１９年６月１２日開催) 
「基本方針２００７」(原案)からの抜粋 

 
独立行政法人等の改革 
 
 政府が果たすべき機能の見直しの第一弾として、独立行政法人の改革を行う。 
 現行の独立行政法人が制度本来の目的にかなっているか、制度創設後の様々 
な改革と整合的なものとなっているか等について、原点に立ち返って見直す。 
また、平成１９年１０月からの郵政民営化及び平成２０年１０月からの政策 
金融機関の新体制への移行を円滑・確実に実施する。 
 
【改革のポイント】 
 
 すべての独立行政法人（１０１法人）について、民営化や民間委託の是非を 
検討し、「独立行政法人整理合理化計画」を策定する。また、郵政民営化及び 
政策金融改革を円滑・確実に実施する。 
 
【具体的手段】 
 
（１） 独立行政法人見直しの３原則 

「行政改革推進本部」は、総務省と連携して、次の原則に基づき１０１ 
全法人を対象に見直しを行う。 
 

原則１  「官から民へ」原則：民間にゆだねた場合には実施されないおそれ 
     がある法人及び事務・事業に限定する。それ以外は、民営化・廃止 
     又は事務・事業の民間委託・廃止を行う。 
 
原則２  競争原則：法人による業務独占については、民間開放できない法人 
     及び事務・事業に限定する。それ以外は、民営化・廃止又は事務・ 
     事業の民間委託・廃止を行う。 
 
原則３  整合性原則：他の改革（公務員制度改革、政策金融改革、国の随意 
     契約の見直し、国の資産債務改革）との整合性を確保する。 
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（２） 「独立行政法人整理合理化計画」の策定 
上記の見直しの結果を踏まえ、平成１９年内を目途に「独立行政法人 
整理合理化計画」を策定する。 

 
（３） 独立行政法人の不断の見直し 
存続する法人については、そのすべての事務・事業について市場化 
テスト導入の検討対象とする。 

 
（４） 見直しの進め方 
（１）の３原則を踏まえ、政府としての整理合理化計画の具体的な 
策定方針を速やかに決定し、各主務大臣はその方針に沿って所管する 
全法人についてそれぞれの整理合理化案を平成１９年８月末を目途に 
策定する。 
これに合わせ、中期目標期間終了時の見直しについて、平成１９年度 
に見直す２３法人に加え、平成２０年度に見直す１２法人についても 
前倒しで対象とする。 
各主務大臣の作成した整理合理化案については、「行政減量・効率化 
有識者会議」と「政策評価・独立行政法人評価委員会」、「規制改革会

議」、「官民競争入札等監理委員会」（以下、「監理委員会」という。）及

び「資産債務改革の実行等に関する専門調査会」とが連携を図りつつ 
議論を行い、「行政減量・効率化有識者会議」においてそれらの議論を 
集約・検討した上で、平成１９年内を目途に「行政改革推進本部」に 
おいて整理合理化の内容を取りまとめ、政府として「独立行政法人整

理合理化計画」を策定する。 
 

（５） 郵政民営化の確実な実施 
「郵政民営化」の基本理念に従い、平成１９年１０月からの郵政民営

化を円滑・確実に実施する。 
 

（６） 政策金融改革の確実な実施 
平成２０年１０月から政策金融機関を確実に新体制に移行させるとと

もに、平成２０年度末における政策金融の貸付残高の対ＧＤＰ比を平

成１６年度末に比べて半減させる。   
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